
毎年１回、農地の

利用状況を調査
利用意向調査

 1年以上耕作されてお
らず、かつ、今後も耕作
される見込みがない

 周辺地域の農地と比較
して、利用の程度が著
しく劣っている

農地中間管理
機構との協議
の勧告

農地所有者等に対して、

① 自ら耕作するか
② 農地中間管理事業を利用するか
③ 誰かに貸し付けるか

等の意向を調査

遊休農地

所有者等を確知
できない旨を公示

意向表明どおり

 権利の設定・
移転を行わな
い

 利用の増進を
図っていない

都
道
府
県
知
事
の
裁
定

耕作者不在となる

おそれのある農地

 耕作者の相続等を契機
に適正な管理が困難と
なることが見込まれる

制

度

の

概

要

○ 農業委員会が毎年１回、農地の利用状況を調査し、遊休農地の所有者等に対する意向調査を実施。

○ 所有者が分からない遊休農地（共有地の場合は過半の持分を有する者が確知することができない場合）
については、公示手続で対応。

○ 静岡県（２月28日）、青森県（３月31日）において裁定を実施。この他いくつかの地域において、公示や裁
定申請を実施中。

機構に対して所
有者からの申出
がなかった旨を

通知

機構から知事
に対して裁定

を申請

○ 農地法に基づく所有者不明の遊休農地の公示制度



権利者の居所の把握権利者の生存
状況の確認

権利者の
特定

① 法務局の地図
（又は公図）を調
査

② 登記事項証明書
（又は登記簿）を
調査

③ 権利者の住所・
氏名を確認

○ 農地の権利者（所有者又は所有権以外の使用収益権者）について、以下の調査をしても過半の
持分を有する者の所在が分からない場合、農業委員会は公示を行う。

① 農地台帳及び登記簿において権利者とされる者が生存しているとみられる場合、住民基本台帳
等との突合、集落・地域代表者等の関係者への聞き取り等により、その者の居所を確認。

② 農地台帳及び登記簿において権利者とされる者が死亡している場合、その者の戸籍謄本を収集
し、その配偶者又は子の居所について、住民基本台帳との突合、集落・地域代表者等の関係者
への聞き取り等により、確認。

下記情報と突
合し、権利者が
生存しているか
どうかを確認

① 住民基本台
帳上の情報

② 固定資産課
税台帳上の
情報

所
有
者
等
を
確
知
で
き
な
い
と
き
の
公
示

書面上
生存の
場合

書面上
死亡の
場合

下記により、権利者の居所を確認

① 住民基本台帳上の居所に連絡（書留郵便
物の郵送や電話）

② 固定資産税の納税者や自治会長等に対し、
権利者の転居先・連絡先を聴取

権利者の配
偶者又は子
の把握

権利者の戸籍
謄本を収集し、
その配偶者と
子が誰なのか
を特定

権利者の
居所が不
明と判断

過半の持
分を有する
者の居所
が不明と判
断

権利者の配偶者又は
子の居所の把握

下記情報により、権利者
の配偶者又は子の生存
状況又は居所を把握

① 住民基本台帳
② 固定資産課税台帳

③ 自治会長や近隣に居
住する親類に対し、
連絡先を聴取

【公⽰制度の運⽤】



所在：静岡県東伊豆町 
面積：889㎡（１筆） 

○ 登記簿上の所有者はおよそ70年前に死亡して
おり、その配偶者及び８名の子はいずれも明治、
大正生まれで全員死亡していた。

○ 雑木や雑草が生い茂り、隣接する花き栽培ハ
ウスの日照を阻害していたほか、病害虫や鳥獣
被害が生じる原因となる恐れがあった。

事例１　所有者不明の遊休農地の活用事例【静岡県東伊豆町】 

○ 静岡県知事は、静岡県東伊豆町の所有者不明の遊休農地について、農地法の規定に基づき、
全国初となる農地中間管理機構に利用権を設定すべき旨の裁定を行った（平成29年２月）。

○ この裁定の定めるところにより、農地中間管理機構（静岡県農業振興公社）が利用権を取
得し、担い手に貸し付けることにより、所有者不明の遊休農地が活用されることになる。

 東伊豆町農業委員会は、長期間耕作されていない所有者不明の遊
休農地が存在していたことから、農地法（以下「法」という。）に
基づく措置を活用して、解消を図ることとした。 

事例の概要 遊休農地の概要 

▼ 右側は花き栽培ハウス ▼ 上空からの写真

① 農地台帳、登記簿及び固定資産課税台帳を調査した結果、遊
休農地の所有者が死亡していることを確認

② 死亡した所有者の相続人（配偶者及び子）の戸籍謄本等の確
認や集落の年長者等からの聞き取り調査によって、現所有者が
不明であることを確認

③ 所有者不明である旨を公示（法第32条第3項）

④ 公示から６月以内に所有者からの申出がなかったことから、
農地中間管理機構に対してその旨を通知（法第43条第1項）

⑤ 農地中間管理機構は、静岡県知事に対して裁定を申請（法第
43条第1項）

⑥ 静岡県知事は、農地中間管理機構に当該遊休農地の利用権を
設定すべき旨の裁定（法第43条第2項により準用する法第39
条第1項）を行い、これを公告（法第43条第3項）

⑦ ⑥の裁定の定めるところにより、農地中間管理機構が利用権
を取得（法第43条第4項）し、平成29年4月１日に担い手へ貸
付け

H28.6 
調査着手 

H28.7 
調査完了 

H28.7.12 
公示 

H29.1.20 
通知 

H29.1.25 
裁定申請 

H29.2.28 
裁定・公告 

H29.4.1 
貸付け 



 
所在：青森県五戸町 
面積：4,738㎡（１筆） 
 
○ 登記簿上の所有者は既に死亡しており、その
相続人である４名の子はいずれも相続放棄等の
状態であった。 

 
○ 雑木や雑草が生い茂っている状況であるが、
１筆で約50aのまとまった面積があり、また、
勾配や段差も少ない上、進入路も確保されてい
ることから、耕作条件は良好。 

事例２ 所有者不明の遊休農地の活用事例【青森県五戸町】 
○ 青森県知事は、青森県五戸町の所有者不明の遊休農地について、農地法の規定に基づき、
農地中間管理機構に利用権を設定すべき旨の裁定を行った（平成29年３月）。 

○ この裁定の定めるところにより、農地中間管理機構（公益社団法人あおもり農林業支援セ
ンター）が利用権を取得し、担い手に貸し付けることにより、所有者不明の遊休農地が活用
されることになる。 

 
 五戸町農業委員会は、長期間耕作されていない所有者不明の遊
休農地が存在していたことから、農地法（以下「法」という。）
に基づく措置を活用して、解消を図ることとした。 

事例の概要 遊休農地の概要 

▼ 現地の状況  ▼ 上空からの写真 

① 農地台帳、登記簿及び固定資産課税台帳を調査した結果、遊
休農地の所有者が死亡していることを確認 

  
② 死亡した所有者の相続人（配偶者及び子）の戸籍謄本等の確
認や集落の年長者等からの聞き取り調査によって、現所有者が
不明であることを確認 

  
③ 所有者不明である旨を公示（法第32条第3項） 
  
④ 公示から６月以内に所有者からの申出がなかったことから、
農地中間管理機構に対してその旨を通知（法第43条第1項） 

  
⑤ 農地中間管理機構は、青森県知事に対して裁定を申請（法第

43条第1項） 
  
⑥ 青森県知事は、農地中間管理機構に当該遊休農地の利用権を
設定すべき旨の裁定（法第43条第2項により準用する法第39
条第1項）を行い、これを公告（法第43条第3項） 

 
⑦ ⑥の裁定の定めるところにより、農地中間管理機構が利用権
を取得（法第43条第4項）し、平成29年５月12日に担い手へ
貸付け 
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調査着手 
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H28.２.３ 
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